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第５節 教職員の意欲を高める人事管理

学校教育の成否の鍵が教員にあるとされる中、学校全体の教育力の向上を図る観点
から、適材を適所に配置するとともに、教員が意欲を持って子どもたちの教育に取り組む
ことができるよう、教員の意欲や努力が報われ、その成果が適正に評価されるような環境
を整備する必要があります。
このため、採用時において、教育者としてふさわしい人格や能力について多面的に評

価するなどの工夫を凝らした教員採用試験を実施し、優秀な人材の確保に努めるととも
に、評価システムの導入をはじめとした人事管理の一層の適正化に努めます。
また、子どもとの信頼関係を築くことができない教員や精神疾患等により教壇に立つこ

とがふさわしくない教員に対して適切な人事上の措置を講じます。

(5) 教職員の意欲を高め ① 教職員の人事管理の改善
る人事管理 ② 管理職人事の改善

③ 教職員評価システムの導入
④ 優秀教職員表彰制度
⑤ 指導力不足教員等への対応
⑥ 教職員の健康管理

項 目 具体的施策の方向

① 教職員の人事管理 Ì 採用段階での教職員の適格性の確保
の改善 教育者としてふさわしい人格や能力を備えた教職員を

確保するため、より多面的な人物評価をするなどの工夫
を凝らした教員採用試験の実施に努めます。

Ì 県全体と各学校の教職員年齢構成のバランス維持
特定の世代が少なくならないよう教職員全体の年齢構

成のバランスを考慮し、社会の変化に対応できる実践的
指導力を持った新採用教員の継続的一定数確保に努めま
す。

Ì 教職員の適正配置
教職員の人事交流の活性化を図り、適材適所の教職員

配置に努め、学校の教育力の向上を図ります。また、少
人数学級を導入し、学習・生活適応支援等、児童生徒一
人ひとりの個性に応じたきめ細かな指導を充実させるた
めの教職員の適正配置に努めます。

Ì 大学院修学休業制度の活用促進
現職教員が自らの課題意識をもとに大学院で学び、専

修免許状の取得を目的とする大学院修学休業制度の活用
を促進し、現職教員が大学院での専門的な研究に基づい
て、より高度な実践力を身に付けることができるよう条
件整備に努めます。

② 管理職人事の改善 Ì 若手登用、民間人登用
教育に関する理念や識見はもとより、組織の運営に関

する経験やマネジメント能力に着目して、管理職にふさ
わしい人材を幅広く確保する観点から、若手教職員の中
からの登用、在職期間の長期化を図るとともに、民間人
からの登用について検討します。

Ì 女性の積極的登用
女性教員が学校運営に積極的に参画できるよう、管理

職への女性の積極的な登用を図ります。
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③ 教職員評価システ Ì 一人ひとりの教職員が学校目標の実現を目指した自己
ムの導入 の目標を達成する中で、自らの資質を向上させるととも

に、その意欲や努力が適正に評価され、総体として学校
組織が活性化する教職員評価システムを導入します。

④ 優秀教職員表彰制 Ì 学習指導や生徒指導等において、日常的に努力を積み
度 重ね顕著な成果を上げている者を優秀教職員として積極

的に称え表彰することによって、教職員全体の活性化を
図ります。

⑤ 指導力不足教員等 Ì 条件附き採用制度の運用改善
への対応 教員としての適性や資質能力を備えているか否かを的

確に判断するため、条件附き採用期間における勤務成績
の評価の内容・手続き等について、より一層の改善を図
ります。

Ì 不適切教員の研修の充実
原則1年間、県教育センター等において教員としての

専門的・実践的な指導力の向上及び教育公務員としての
自覚・資質の向上を図る基本的及び実践的な研修を行
い、自らの課題の克服を図ります。

Ì 分限制度の的確な運用
校長・教頭を含めて適格性を欠くと認められるに至っ

た者については、継続的な指導・研修を実施する体制を
整えるとともに、本人の希望も踏まえて、降格・免職や
学校教育以外の職種を選択できる等の仕組みを検討し、
必要に応じて分限制度の的確な運用に努めます。

⑥ 教職員の健康管理 Ì 教職員の健康管理の推進
職場における教職員の安全衛生を確保し、健康を保持

増進するために、労働安全衛生法等関係法令に基づく事
業を実施し、教職員の福祉の向上を図ります。

Ì 教職員相談事業
教職員相談室等における面接・電話相談等により、職

場、家庭、健康及びその他の問題等の解決を支援します。

Ì 教職員の心身の健康保持
メンタルヘルス対策の推進により、児童生徒に対する

教育活動の円滑かつ効果的推進に必要な個々の教職員の
心身の健康保持に努めます。

語 注 （５節 教職員の意欲を高める人事管理）

大学院修学休業制度 教員の自主的・主体的な研修活動を奨励・支援する観点から、意欲の

ある現職教員が、その身分を保有したまま、職務に従事せずに国内外の

大学院などで長期（１，２又は３年）にわたりフルタイムで修学することが

可能となるよう創設された制度で、平成１３年度から運用されている。


